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1．はじめに一環日本海構想の現況m
　現在、環日本海地域（北東アジア）は、冷戦
体制の終焉にともなう域内各国の対立の緩和に
よって、日本海周辺地域の相互理解の実現をめ
ざし、様々な「地域間協力」構想が提示されて
いる。同地域における地域間協力構想に関して
は、「経済協力」、「安全保障をめぐる協力」、
「地域独自の自治体協力」さらに近年では国際
的な環境問題への関心の高まりによる地域の循
環型社会の構築を求める「環境協力」が加わり、
以上4つに大別できる。
　そもそも、この「環日本海構想」は1980年代
末から90年代初めにかけて、新潟・富山など日
本海沿岸各地域から発信され、日本海（東海）
を取り巻く北東アジアの各国・地域が多角的な
交流を深めることにより、同地域の有する潜在
性や可能性を飛躍的に向上させようとの熱意に
よるところが大きかった。すでにヨーロッパで
は「ユーロリージョン（地域からなるヨi－一ロッ
パ）」の具体的動きとして、国境を越える域内
地域間協力が先駆的に実現21しているが、環日
本海地域における国際協力もヨーロッパ同様、
国家間の協力というよりも各国の中心から取り
残された周辺地域が相互交流や協力を念頭に
し、総体としての後進性を克服しようとする目
的から構想化されており、その協力を今後いか
に実質的な発展につなげていくかについての北
東アジアにおける壮大なモデルケースとして位
置づけられよう。その構想の実践に基づく環日
本海協力圏の形成・発展が順調に推移すれば広
くアジア地域全般の平和と繁栄にも大きく寄与
するものとなるであろう。
　前述の通り、環日本海構想は冷戦時代の末期、
国際環境の緊張緩和の兆しから互いを隔ててい
た日本海を平和と交流、そして発展の海にしよ
うと日本海沿岸地域を巻き込むかたちで一大ブ
ームとなり、「新・日本海時代」の到来を思わ
せた。それから14年、ソ連は体制変革をとげて
新生ロシアとなり、中国も2001年12月WTO加
盟を果たして市場経済化が大きく促進、朝鮮半
島も対話が再開し、2000年6月の南北首脳会談
また2002年9月の日朝首脳会談の実現による環
日本海地域の新潮流は21世紀において新たな段
階を迎えようとしている。
　さて、このような大きな国際環境の時代のう
ねりの中で地域主体型国際協力としての「環日
本海構想」をどのように捉えていったら良いの
だろうか。さらに、20世紀末から「日本海」そ
のものの半閉鎖海域（地域海）という確かな自
覚が域内地域に共有され、「構想」にも循環型
社会の実現が強く求められるようになってき
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た。「開発」と「環境保全」との調和、相互利
主畠に基づく「経済交流j、そして今求められて
いる「協調的安全保障」の具現化など環日本海
構想は現在、多岐に渡っているが、真の意味で
の国家の枠を越えた地域間協力（越境協力ネッ
，・gワークの形成）の方向性とその本質的課題が
同構想の中身において正に問われている。
　本稿では、このことを先ず、環日本海構想の
史的系譜を検証することから始め、次に今日、
焦眉の註果題となりつつある「環境問題」という
視点からその地域的取組みの実情について具体
的に触れながら、関係各国・地域・住民から等
しく享受される構想やその実践が如何にあるべ
きかを探っていきたい。
2．環日本海構想の系譜
　環日本海構想それ自体の史的沿革についての
基本的整理作業は現在に圭るも実はそれほど多
くはないC3｝。本項では主として近代以降、現在
に至るまでの日本からの環日本海構想を歴史的
にたどってみたい。
　【戦前期（明治以降～第二次世界大戦まで）
　一国策に沿った開発構想期1
　筆者の解釈としては、戦前期から第二次世界
大戦までの構想時代を「国策に沿った開発構想
期」として位置づけたい。当時すでに有力な国
家アクターとして北東アジアに覇権を求めてし
まった日本により考案された旧構想は、その領
土拡張主義による領域支配と日本のための開発
至上主義の性格を色濃く残している。
　日本近代史においては、日本海を取り巻く国
際環境において、日清（1894～95年）・日露
（190荏～05年）両載争に勝利し、朝鮮併合
（ユ910年）を皮切りに中国東北都における満州
国建設（1932年）、日中全面戦争（1937～45年）
へと続き、大陸侵攻が徐々に本格化していく時
期としてとらえられ、その際に朝鮮半島、満州、
大陸への侵攻ルートとして「日本海」が定位さ
れていく。環日本海構想の戦前の有力な基本構
想としては先ず、f北鮮ルート論」（北朝鮮ルー
ト論）があり、その後「日本海中心論」さらに
時代を経て「日本海湖水化論」が打ち出されて
いる。
　第一にN明治期（20世紀初頭の明治40年代）
において、北鮮ルート論が誕生している。この
　　　　tJン1”trtJンド構想は，「間島」（戦前における中国東北部縁
辺地域の呼称）のもつ地理的・戦略的重薯鴬を
念頭にして、中国東北部の交通の要衝、吉林と
　　　　　　　＃：．rrりPン朝鮮半島北部の会寧とを結ぶ1933年開通の吉会
線の敷設と深く連動する。言わば、日本海沿岸
と中国東北部との経済的な開発輸送ルートとし
て明治期に提唱された。その後、「北鮮三港」
　　　　ラ　ジ　ン　　　チきンヴンウン　　ギ（雄基、羅津、清津）及び朝鮮北部の鉄道線を
経由し、中国東北地域と連結する経路に大きく
発展する。この構想の提唱者としては、明治・
大正期の志士であった中井喜太郎、そして後年、
東洋史学者の内藤湖南、経済学者の鈴木武雄も
同構想の提案者となるC4）。例えば、同構想の初
段階において、敦賀一清津一ウラジオストク
を連結する日本海航路の開設及び貿易振興を提
示している。ちなみに、この輸送航路開発ルー
ト案は後年に登場した「日本海中心論」や「日
本海湖水化論」の提唱の基盤ともなった。
　大正期になると、日本海中心論なる概念が当
時の海運業界出身の松尾小三郎の提唱によって
打ち出された。松尾は1921年（大正10）に『日
本海中心論』を刊行する〔5｝。さらに同書の本馬
13年版では、現在の中朝露国境を分ける図椚
　　トマンガンジヘウ江（豆満江）経路の将来性にも言及しているこ
　　　　　　　　ザヤン　－f゜ユンとは1990年中国の長春で開催された第一回北
東アジァ経済発展国際会議以来、同地域の開発
構想の象徴ともなり、国連開発計画（UNDP）
の支持も受けることとなった図椚江地域開発計
画（TRADP）c6）と酷似する。松尾の構想には
日本海の「内海化」という表現があるものの、
「日支満の政情を緩和し、相互民衆の生活を安
定せしめて東洋平和を確立する」ことを説き、
日本本位の開発優先主義に警鐘を鳴らしている
点は大変興味深い。’
　昭和期には日本海湖水化論が提唱される。
1932年（昭和7）、当時の「大阪毎日新聞」と
「東京日々新聞」で編集顧問であった松岡正男
が双方の薪聞紙上で「目本海の湖水化」構想を
執筆するω。昭和初期の時代背承として、1931
年（昭和6）の上越線の開通、また対岸地域で
は満州事変が勃発し、翌年には満州国が樹立さ
一126一
北東アジア地域における開発ビジョンと国際環境協力に関する一考察
れており、この構想案を契機にして、日本海が
一躍クロー一一＋ズァップされたことは確かである。
ちなみに、松岡の構想内容は日本海における日
本の権益確保、満州の秩序維持、朝鮮北部・満
州北部の積極的な開発を提案しており、何より
も日本海航路の充実が急務であることを謳って
いる。
　以上、3つの戦前における開発構想は総じて、
後の日満支ブロック経済にも即応し、戦前に提
起された一連の構想群そのものは日本の国策を
補完する大東亜共栄圏的発想に収敏していき、
日本の敗戦とともに見事に挫折するC8｝。
　【戦後期（第二次世界大戦後～昭和末期）
　一地域自立型開発構想期｝
　戦後、日本海は平穏な海域に戻るかにみえた
が、冷戦の構図が環日本海地域を深く包み込み、
日本海は「断絶の海」「対立の海」「緊張の海」
とかし、文字通りく冷たい海域〉となった。日
本海側地域はしばらくの問、日本海それ自身、
そしてその対岸地域社会に対しても関心を示す
ことはなかった。
　戦後において、環日本海地域に対する新たな
開発構想の形成の兆候並びに構想の模索が再開
したのは1955～65年（昭和30～40＞になってか
らのことである。1956年（昭和31）11月に日ソ
共同宣言による国交回復、1965年（昭和40）に
は日韓基本条約の締結があり、更に中国とは
1972年（昭和47）に日中共同声明調印という未
だ冷載化とはいえ、日本海沿岸地方自治体・経
済界、文化界も北東アジアの国際社会の変容に
呼応するのみならず、徐々に市民レベルでの対
岸との友好親善関係のムードも昂揚し始め、環
日本海交流の多角的な構想の素地が芽生えるこ
ととなった。・
　』今日の「環日本海経済圏」構想に通じる新た
な思潮が昭和40年代前半にかけて生まれてき
た。1968年（昭和43）6月、月刊誌「コリア評
論』に掲載された福島正光論文「環日本海経済
圏の提唱一平和と繁栄の第三の道」がそれで
・あるc9〕。その骨子は日本海をめぐる現実の冷戦
環境を踏まえ、新たな環日本海経済圏の確立を
希求するとともに、ソ連、中国、南北朝鰍日
本の環日本海沿岸地帯によって構成される同圏
域がその周辺性ゆえの要求を充足するため、各
地域間協力による資源開発、貿易の拡大など、
先ずは地域間経済協力を促進し、それがやがて
生産地帯のみならず、消費地帯形成へと拡充さ
せ、その上で関係各国相互の市民・文化交流が
終局的に環日本海地域の平和と発展に大きく寄
与するものとなろうとの着想である。この福島
論文は日本海圏、日本海平和宣言の可能性につ
いても戦後具体的に論及した最初の構想であ
るeその底流には、戦後日本が選択した外交場
裡における過度の対米依存や戦後もなお変わら
ぬ太平洋重視の地域開発政策へのアンチビジョ
ンそのものであった。何よりも東京申心の発想
ではなく、「地域（地方）」の主体性に力点をお
いた斬薪な構想であり、当時の日本海側在住の
有識者や革新側の地方政治家たちにも静かな反
響を呼び起こした（10】。
　この構想を受け、昭和4⑪年代後半において日
本海側のジャーナリズム界及び学界から刮目す
べき開発構想のルポルタージュ、企画、そして
研究成果が公けになっている。この昭和荏O年代
の後半は、公害の多発による日本の高度成長の
功罪が世相を賑わせ、また戦後日本外交を規定
している対米一辺倒からソ連、中犀、朝鮮半島
への接触が活発化する傾向があり、内外ともに
時代の転換期を迎えようとしていた時期でもあ
った。
　その内、代表的な構想案を挙げてみたい。
1973年（昭和48）には毎日新聞編「日本海時代』
（毎日新聞社）と新潟日報社編rあすの日本海
r一J発の思想』（新時代社）の2つの刊行書が
世に出、続く翌年には日本海七大学研究会編
『環日本海構想と地域開発』（日本経済薪聞社）
が刊行されだω。r日本海時代』は日本海側の
産業分析、対岸貿易や交通ネットワークなどが
主な内容で対岸諸地域への着眼、日本海側の後
進性からの脱却、自然と調和した社会基盤づく
り、そして環日本海地域のネットワー一ク意識の
形成を丹念に取り上げている。，一方、『あすの
日本海』は脱イデオロギー的着想を基調に、既
成の「日本海」・「裏日本」に対する概念イメ
ージ、あるいは当時の国際環境の制約にとらわ
れることなく、環日本海地域の潜在的な諸価値
を充分に活用した総合的且つ学際的な未来開発
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構想であり、「環日本海構想と地域開発』にお
いては、日本海地域における自然環境条件、社
会経済的条件、生活・文化、産業、地域問題を
1同察した包括的な環日本海構想であり、戦中・
戦後を通じての初の本格的な学術論文の集大成
であるといえよう。
　以上、昭和40年代の各構想とその提言内容は
いずれも次のような共通項がそこに確認され
る。その第一は、対米依存からの脱却と新たな
対岸志向であり、第二に裏日本といわれた日本
海沿爆地域の後進性の克服、第三には自然との
調和した地域振興と環境保：全、第四に太平洋側
と違った日本海地域独自のアイデンティティの
懸命な模索が最大の特徴であったC］2）。
　このように戦後昭和期の構想は、冷戦による
対立と緊張の構図に規定された環日本海地域を
前提に、戦前の国策に沿うかたちとなってしま
った1日構想の挫折、そしてそれへの反省を踏ま
えて、平和志向・地域自立型の「共生」や更に
一層積極的な「協生」（live　and　let　live）の理
念q31を定酋させようとする発想の出発点とも
なった。
　【平成期（ポスト冷戦時代）一「総論」から
　「各論」の開発構想期】
　平成の時代（1989年以降）は冷戦の終幕とと
もに多岐にわたる様々な環日本海地域をめぐる
構想が公表され、今日に至っている。すでに環
日本海構想はいわゆる「構想論」の段階から
「具体論」の段階へ、「総論」レベルから「各論」
レベルへと大きく内容が進展している。さらに
は今後の環日本海構想にはく環境共生〉の視点
が不可欠となりつつあった。
　日本では90年代をしばしば「失われた10年」
と呼ばれてもいるが、少なくとも環日本海構想
に限ってみるならば、「得られた10年jといっ
ても過言ではない。第一に、「環日本海経済圏」
「環日本海経済協力」「環日本海共同開発」など
の構想の具体的進展があった。ヨーロッパや東
南アジアなどでの「局地経済圏」r下位地域協
力」の生成・発展を志向した国単位ではなく地
域単位による経済的相互補完関係と協力関係を
うたう、貿易・経済関係面からの構想の進展と
実践が着実に進行しているq4｝。
　例えば、環日本海経済圏の形成・発展をテー
マとする地域問経済協力をめざす「北東アジア
経済会議（その前身は環日本海交流圏フォーラ
ム〉」が1990年（平成2）から毎年新潟で定期
的に開催、また同時期、中国吉林省の長春での
開催をかわきりに、環日本海の域内関係各国の
都市開催を前提にほぼ毎年のように「北東アジ
ア経済フt一ラム」が実現している㈹。未だ
多角聞協力組織・体制が万全であるとはいえな
いものの、いずれの会議も未来開発型の図椚江
地域開発、貿易輸送回廊ビジョン、エネルギー
共同開発の構築、天然ガスパイプライン構想な
どが具体論として提起され、域内地域・関係各
国の世論形成に一定の役割を果たしている。む
ろん、持続可能な開発（Sustainable
developmen亡）、すなわち開発と環境保全をど
のように調和させるかはなお今後も取り組んで
いかねばならない大きな課題である。
　第二に、「北東アジア非核地帯構想」「北東ア
ジア協調的安全保障構想」などの構想が研究者
間のみならず地方自治体や広く市民レベルでも
論議がなされるようになってきているCl6）。総
合的平和安全保障、環日本海の非核化、環臼本
海平和地方自治体ネットワークの確立を企図す
る安全保障面における構想提案も活発化しつつ
ある。’例えば、ユ999年（平成9＞10月に新潟に
おいて非核自治体会議が開かれC17｝、地方自治
体レベルによっても、安全保障問題を地域固有
の課題として等しく議論しようとする気運があ
り、1995年（平成5）より毎年金沢で開催され
ている「国連北東アジア金沢シンポジゥム」で
は国際連合と地方自治体が直接連携し、各国か
ら外交官、国際機関スタッフ、官僚、研究者、
ジャーナリスト、NGO関係者が個人の立場で
参加し、現在は軍縮問題から社会開発・環境安
全保障問題にまで広範な実践的議論が展開申で
ある。
　ここでの構想具体化の共通認識は、冷戦期か
ら今日まで北東アジアを規定している同盟関係
（二国間閲係）を脱皮させ、北東アジアの多角
間協力を構想し、高度の安全保障協力に組み替
えようとする「東アジアの平和構想」であり、
その際に地方自治体やNGOなど国家以外の国
際アクターの参画が必要であるとされる。なお、
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環日本海地域の現実を直視すると、依然として
勢力均衡の軍事バランスの殺階にあり、朝鮮半
島問題の解決は現在でもなお、焦眉の課題であ
り続けている。
　第三に、「地方自治体外交」の具体的な活動
についても簡単に触れておきたい。地方自治体
レベルでの相互理解・協調に向けた取り組みは
域内各地域同士の姉妹・友好都市提携のネット
ワ‘クの緊密化によって環日本海域内の相互理
解の促進に努めてきた点において一定の成果を
早くからあげていた。その結実が1996年（平成
8）の「北東アジア自治体連合」の創設であるu8｝。
その目的は北東アジア地域の自治体同士が互恵
平等の精神に基づき、関係自治体問の交流協力
ネットワークを形成することによって、相互理
解に即した信頼関係を構築し、同地域の全体的
な発展をめざそうとし、投資開発、環境、自然
災害など五つの分科会を持って活動している。
　但し、ネットワーク下にある各地方自治体が
そのおかれた地域的特性とこれまで辿ってきた
個性的発展とそれを基礎とした協力ビジョンを
どのような形で糾合し、より有益な相互調整を
図っていくかの手続きや制度作りについては、
今後も継続的且つ建設的な知恵を出し合うこと
が要請される。とりわけ、「環境協力」におい
て、その姿勢と対応が強く求められるといえよ
う。
3．環日本海地域の環境協力と地域的な取組み
の実態
　前項の検証を踏まえて、本項では、第一に環
境問題が国際社会や北東アジアにおいて、如何
に不安定要因になりつつあるかを論じ、第二に
2国間ないし多国聞協力の現状とともに、日本
海側での代表的な地域問環境協力の実例を以下
に紹介する。
　現在、地域紛争が頻発していることは周知の
事実である。そのため、世界各地で住居を追わ
れ、国境を越えざるを得ない難民が相当数に上
っている。その数は約1、590万人とする推計が
あり、国際社会において深刻な問題となってい
る。しかしながら、さらに深刻な事態は「環境
難民」と言われる入々の存在である。1998年の
世界銀行の推定によると、環境悪化によって国
内及び国際的な住民移動はすでに約2，500万人
に達し、紛争による難民の数を優に凌駕してい
るといわれているC！9｝。
　このように、現在、環境破壊に起因し発生す
る難民の移動は、酸性雨や国際河川の汚染等の
越境環境問題によって更に深刻の度を深めるも
のと思われる。そのため、近年では環境と安全
保障を関連づけて議論される場合が多くなって
きている。1999年のG8環境閣僚会合における
最終コミュニケに「環境と安全保障」の項目が
加えられたことはその証左である。
　すでに安全保障には、軍事的安全保障の概念
に加え、・経済の安定、エネルギーや食糧供給確
保のための経済的安全保障といった側面が重要
視されるとともに、それ以上に「環境安全保障」
の概念⑳が不可欠な検討課題となってこよう。
すなわち、世界のある地域の環境破壊の影響が
他の地域へも波及していくことが大V．・に懸念さ
れる。
　特に丸以下に論じる北東アジア地域において
も例外ではない。広くアジアの他の地域同様、
北東アジア地域も急速な工業化、都市化や消費
の増大によって、大気水（淡水系・海水系と
もに）、土壌破壊などの自然環境が悪化しつつ
ある。その面では日本や韓国における工業化に
ともなう、かつての環境の悪化とその克服によ
・る経験、そして環境協力面でのイニシアティブ
による環境保全化の取組みが今後望まれよう。
事実、’90年代において、我が国では、環境規制
の強化、’環境評価や管理能力の強化、クリーナ
ー・ vロダクション技術・工程の採用、環境調
査・教育の実践などを行なって一定の成果を達
成してきた経緯がある。また、同年代には北東
アジア地域各国で環境問題に政治・経済・社会
体制を越えて取り紐もうとするイニシアティブ
や合意が二国間あるいは多国問で、そればかり
か地方自治体や環境NGOも参画する中で実施
される趨勢にあることに先ずここで言及してお
きたい。
　その経緯や実例を解説する前に、北東アジア
の環境問題の特徴について整理しておきたい
c21）。
　先ず第一に、経済成長の問題から説明したい。
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避僧、開発経済学においては経済成長と環境魚
荷の関係を論ずる場合、経済成長の初期段階｝：コ
おいては環境負祷は小さく、その成長の進展に
ともなって環境負荷は増大し、一定の成長段階
に至った後には環境対策の進展により環境負荷
は低減するといわれている。そのことは日韓両
国の経済成長の経過からも容易に理解されよ
う。しかし、北東アジアの現実では中国、コシ
ア、北朝鮮、モンゴルでは汚染軽滅レベルにま
で到達するにはなお長い年月がかかることが予
想される。すなわち、環境悪化は当該地域の成
長途上ですでに進行中であり、それらの地域の
環境保全化の対応に向かう時期を座して待つわ
けには行かない。そこにおいて、日本や韓国の
城内環境協力が現段階において急務であると言
えよう。
　第ごに、エネルギ・・；一問題についてはどうであ
ろうか。北東アジアは主としてその賦存分布の
実態から、’エネルギー源を化石燃料、特に石炭
に多くを依存している。そして、この地域の石
炭依存傾向は今後もなお20～30年は続くことは
確実である。そして北東アジアにおける最大の
石炭生産国と消蟄国は申国であって、石油の埋
蔵量がすでに減少に転じ、中国は石油輸入国に
数年前に移行している（22）。また、天然ガス・
パイプライン敷設も不十分となっている。その
ため、化石燃料の燃焼による排出は、．北東アジ
アにおける主要な越境環境問題を引き起こしつ
つある。すでに我が国で指摘されている酸性雨
（酸性雪）の問題も、このことと無関係ではな
い。この面での環境防止技術協力は実際的に不
可欠である。
　第三に、水質汚染の問題があろう。北東アジ
アでは経済成長と開発の進展において水質汚濁
の増大が明らかになってきている。特に中国、
ロシア、北朝鮮、韓国、モンゴルの内陸や沿岸
の河川では工業や農業の廃水、あるいは下水の
排水による汚染が深刻化している。例えば、
1996年には中国の都市河川の75％は飲用に適さ
ず、地下水の50％は汚染されているとの報告が
ある。またロシア極東でもウラジオストク湾に
直接流入する廃水の処理率は実に1％未満であ
るとされるeさらに水不足（特に中国、北朝鮮、
韓国、モンゴル〉も深刻化しており、社会・経
済的見地から淡水資源の汚染を軽減する国際協
力が叫ばれている。
　第四に、海洋汚染の課題である。結論から言
えば、悪化の一途をたどりつつある。その汚染
源は河JIIや河口からの海洋への排出物、廃棄物
の海洋への直接投棄、海上輸送に関連するもの、
沖合の石油及び天然ガスの探査と生産、故意ま
たは偶発的な放射性物質の排出物などが列挙さ
れる。以上のように海洋汚染の軽減や持続可能
な資源管理に対する域内全体の取組みが望まれ
る。
　第五に、生物多様性の損失と悪化の問題も忘
れてはならない。一般に北東アジアは生物多様
性に富んだ世界でも希な地域とも言われること
が多い。しかし、これも集約的かつ特化された
農業生産、自然環境の工業用地・農地・空地っ・
の転換、排出・排水・排気・ダムなどの入為的
自然環境破壊等による環境の悪化、棲息地の破
壊、木材開発の乱開発や非効率的な開発、絶滅
危惧種の密猟やその取引などによって、同地域
の生物多様性は危機に瀕している。
　このように環日本海地域のi環境問題は今後、
持続可能な開発を指向するとすれば、それにと
もなう環境問題は優れて域内の人問の安全保障
にも関わるものであるとともに、ここに居住す
’る一人ひとりにとって看過L．えない最重要課題
であることに疑問の余地はない。
　無論、こうした環日本海地域の環境問題の事
態の深刻化に対して、域内関係各国や地方は決
して手をこまねいていたわけではなレ㌔
　先ず、環境問題に対処する二国間協力につい
て見ておこうc23）。日ロ問では1991年4月に締
「結された日ソ環境保護協力協定に基づき、2001
年12月東京で開催された第3回日ロ環境保護合
’同委員会において、両国の環境問題ならびに地
球温暖化問題や地域海行動計画等に関して意見
交換を行ない、日ロ環境保護協力計画が策定さ
れている。日中間においては、1994年3月に締
結された日中環境保護協定に基づき、第5回日
申環境保護合同委員会が1999年11月に中国の北
京で開催され、ダイオキシン汚染状態の解明等
に関する調査研究等のプロジェクトを共同で実
施することとし、現在プロジェクトが進行中で
ある。また、日韓の間では1993年6月に締結さ
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れた日韓環境保護協力に基づく、第7回日韓環
境保護協力合同委員会が2001年12月に東京で開
催、日韓両国の環境政策及び21世紀における北
東アジア地域及び地球規模での環境問題に関す
る双方の協力の在り方についても率直な意見交
換が行なわれるとともに、北東アジアにおける
大気汚染物質の長距離輸送と酸性沈着の観測に
関する研究などの共同プロジェクトを目下、継
続しつつある。
　次に多国間協力についても触れたい。その代
表的事例が「ESCAP・北東アジア環境協力高
級事務レベル会議」、「環日本海環境協力会議」、
「日中韓三国共同調査事業」である。なお、こ
の一連の多国間環境協力はその前提として1992
年の地球サミット（国連環境開発会議）で示さ
れたアクション・プログラムである「アジェン
ダ21」で提II昌された「地域環境協力」の枠組み
の推進に基づき、対話が積極的に試みられたこ
とによるものである。
　国連アジア太平洋経済：社会委員会（ESCAP）
は、北東アジア地域6ヵ国（日本・韓国・中
国・ロシア・モンゴル・北朝鮮）による地域環
境協力の枠組みを作るため、1993年以来、北東
アジナ環境協力高級事務レベル会議を順次、開
催しており、その前年の1992年には環日本海環
境協力会議が同地域の環境問題に関する情報交
換及び政策対話を試み、地域間環境協力の促進
を図るため、以来、毎年開催されている。特に、
2001年10月の韓国仁川市開催の第10回会議では
「北東アジア地域の環境協力におけるNGOの役
割」と題したNGOの公開シンポジウムを行な
うとともに、「総合的な沿岸管理」、「持続可能
なエネルギー政策」、「同会議の10年間の活動再
検証と将来のプログラム」について、技術的問
題、政策的手法、国連機関等による多角的協力
の可能性等、広範な観点から論議が行なわれた。
そして日中韓の三国共同調査事業では、1997年
11月に越境大気汚染物質に関する対策を立てる
ことを目的として、大気汚染の監視、測定及び
モデリングを行なうことが三国の専門家会議で
合意され、現在、環境教育、環境事業、合同研
修など、極めて具体的なプロジェクトもすでに
進めている。
　以上、ここまでは主として環日本海の環境協
力を国家レベルでの取組みとして順次紹介して
きたが、本来、環日本海地域の環境問題の深刻
化とその影響をむしろ日本海側の地方自治体こ
そが、その緊急性や地理的近接性において、よ
り身近に感じているはずのものである。何より
も高度成長期において、富山のイタイイタイ病
や新潟の第二水俣病で被った痛手の経験による
どころも大きいと言わねばならない。この地域
が受けた安易な経済成長と開発にともなった拭
い切れない環境負荷とともに、今から32年前の
新潟沿岸での1」ベリア船籍のタンカー・ジュリ
アナ号の座礁による原油流出事故及び記憶にま
だ新しい6年前の島根県沖で沈没したロシアの
タンカー・ナホトカ号の原油流出事故による地
域経験も忘れてはいないC24）。いずれの事故も
当時、日本海沿岸や漁場が「まるで死の海」と
化したと報道された程に海洋汚染が進行し、し
かも、政府のごてごてに回った対応姿勢に地元
民は怒りの声をあげた事実があった。更には近
年、日本海側の酸性雨（酸性雪）問題と中国大
陸の経済成長と開発との関連性が科学的な調査
の蓄積によって、次第に明らかになり始めてき
たことによる地域独自の危機感に依拠するとこ
ろも大きい。
　以上のことから、日本海側の地域環境協力の
積極的な取組みについて解説する。
　ところで、環日本海地域は必ずしも国全体で
はなく、Vシア極東地域や申国東北部のような
1地域も含まれ、しかもいずれも中央政府との政
治的なつながりが伝統的に希薄な地域特性を有
していることから、日本海を隔て、地方同士の
国際協力に対する期待も高い。すでに域内貿易
依存度や姉妹（友好）都市交流の実践から、相
互に研修員の受け入れや地方自治体会議の開催
及び晴報交換、あるいは専門家による現地指導
など地方が独自に有する多角的な地域間協力の
実績をこれまでも着実にあげてきた。その意味
でも当該地域における地方政府主導の国際環境
協力、地方政府を通じたODAなどによる地域
間協力の推進の意義は大きいことを予め記して
おきたい（25）。
　ここでは、新潟県の進めた東アジア酸性雨モ
ニタリングネットワーク構想に基づく（財）日本
環境衛生センター・酸性雨研究センター設立の
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経綜と具体的な事業活9r）Jについて、そして北西
太平洋地域海行動計画（NOWPAP）に準拠して
の富山県の（財）環日本海環境協力センタbUの創’
設と事業活動を具体白鋼‘例として詳述したい。
　【酸性雨間題における地域聞環境協力の実例］C261
　先ずは、設立に至る経緯について述べる。東
アジア地域は世界の3分の1以上の人口を擁
し、近年、急速な経済発展を遂げていることは
今までにも述べた。そのためにエネルギー消費
玉蛋も増加傾向にあり、それにともない、この地
域から排農1される大気汚染物質の量も著しく増
大する傾向にある。今後、このままの状態で推
移するとすれば、将来広範囲にわたり、大気汚
染や酸性雨が環日本海地域にも出現し、生態系
などに著しい影響が生じることなどが懸念され
る。酸性雨はその原因物質の発生源から数千キ
ロも離れた遠隔地域にも沈着する性質があり、
越境現象をともなうことに大きな特徴がある。
そのため、欧米各国においては1979年に長距離
越境大気汚染条約（ウィーン条約）を締結し、
国際的取極に基づき、硫黄酸化物、窒素酸化物
等の酸性雨原因物質の排出削減対策を推し進
め、酸性雨のモニタリングやその影響の解明な
どの調査研究に心1血を注いできている。しかし
ながら、東アジア地域においては、こうした酸
性雨問題に関する取組みは極めて遅れていた。
このため、近年の目覚ましい工業化の進展によ
り、大気汚染問題が深刻化する兆しが確認され
つつあったこと、1992年リオ・サミットにおい
て欧米以外の地域においても各国が協調して酸
性雨問題に取り組むべきであること等を契機
に、この問題に本格的に取り組むべきであると
の気運が醸成され、前述の’92年の環日本海環
境協力会議などにおいて酸性雨問題への共同の
取組みが提案されるに至った。
　このため、東アジアの各国は1993年以降、東
アジアの酸性雨モニタリングネットワークに関
する専門家会議を積み重ね、「東アジア酸性雨
モニタリングネットワーク構想」を提唱し、
1998年3月開催の第1回政府間会合で「東アジ
ア酸性雨モニタリングネットワーク」
（EANET＞の試行稼動を同年4月から開始す
ることを決議した。
　その際、試行稼動期間中のモニタリングデー
タの集約・解析・保管、精度保証・精度管理等
を行なう暫定ネットワークセンターとして、
（財）日本環境衛生センター・酸性雨研究センタ
ーを当時の環塊庁、新潟県、新潟市を始め、多
くの関連諸団体の熱意により、新潟県が誘致し、
設難されるに至った。その後、2000年10月の第
2回政府間会合において、2年余りの試行稼動
を踏まえ、東アジア酸性雨モニタリングネット
ワークの本格稼動を200王年1月から開始するこ
とも決定され、また2001年の第3回専門家会合
では東アジア酸性雨モニタリングネットワーク
事務局を国連環境計画（UNEP）に設遣するた
めの具体的な提案、手続き規則、データ・情報
公開規則等、ネットワークの本格稼動の基盤を
固める重要事項も決定されている。因みに、
2002年1月には、UNEPアジア太平洋地域資源
センター（バンコク）が東アジア酸性雨モニタ
リングネットワーク事務局としての機能を開始
して今日に至っている。
　現在の酸性雨研究センターにおけるEANE
T関連の国際環境協力事業としては、モニタリ
ングデータ及び関連情報の収集、評価及び保管、
東アジア地域の酸性雨に関するデータ報告書の
準備、参加国に対するモニタリングデータ及び
関連情…報の提供、精度保管・精度管理（QA／QC）
活動の実施及び調整、参加各国に対する技術支
援（技術ミッションの派遣）、研修活動の実施、
各種タクスフォースに対する事務局としての支
援、酸性雨に関する調査研究の実施、酸性雨に
関する情報の普及啓発等が挙げられ、同センタ
ーのこれまで果たしてきた役割とその取組みは
高く評価されている。
　【海洋汚染問題における地域間環境協力の実
例1（27）
　次に富山県が実施した海洋環境保全のための
地域的取組について紹介する。
　海洋は地球の全表面の4分の3を、海水は地
球上の水の97，5％を占め、重要な生物生産の場
であるとともに、大気との相互作用により気候
に大きな影響を及ぼすなど地球上のすべての生
命を維持する上で不可欠な要素となっている。
世界的な海洋汚染の現状は、従来までの調査海
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域が先進国の周辺海域に偏っていたことから、
全体像が必ずしも明らかとはならなかった。し
かし、北海、バルト海、地中海、黒海等の準閉
鎖海域｛28）においては、赤潮発生の拡大、重金
属などの有害物質による汚染が広がりつつあ
り、大型タンカーめ航行、海底油田の開発等に
ともなう重大な海洋汚染の危険が存在し、一一度
事故が発生した場合の被害は甚大であり、長期
間且つ広範囲に及ぶことから海洋環境の保全は
重要な課題となっている。特に閉鎖性の高い国
際海域の環境保全のため、国連環：境計画
（UNEP）は、「地域海行動計画」と呼ばれる環
境協力を従来から、世界各地で進めていた。現
在までに、全世界で計14の地域海（半閉鎖海域）
計画があった。そして、その対象海域の一つが
北東アジア地域における「日本海」及び黄海で
あった。・黄海とともにこの日本海は、その沿岸
諸国にとって、漁業資源、海上交通、レクリエ
ーションの場等の恩恵をもたらしている共有財
産である。
　しかしながら、近年、沿岸地域では工業化の
進展や都市部への人口集中、漁業や海上交通に
よる利用拡大等にともなbて、今後の海洋環境
の悪化が予想される他、石油タンカーの座礁や
沈没等の海難事故が増加の趨勢にあり、豊かな
漁業資源や沿岸地域の観光等に重大な被害を及
ぼすことが懸念される。
　そのような現状をにらみ、UNEPは海洋環境
保全のための環日本海地域における地域的取組
みとして、1994年9月韓国において、日本、申
国及びロシアの4ヵ国による代表者を集め、第
1回政府間会合を開催市、日本海及び黄海を対
象海域とする「北西太平洋地域海行動計画」
（NOWPAP）が提起された｛29）。そして、1996
年のag　2回政府間合意において、　NOWPAPに
基づき、以下に示すような5種のプロジェクト
の推進を決定する。
　　①対象海域の海洋環境に関するデータベ
　　　ースの構築
　　②各国の海洋環境保全に関する法令等の
　　　内容の調査
　　③対象海域のモニタリングプログラムの
　　　作成
　　④油汚染事件時の対策
　　⑤各分野の活動の拠点となる地域活動セ
　　　ンターの指定
　一方、同時期、富山県は「富山県国際協力プ
ラン」（1994年9月）や「富山県環境基本条令」
（1995年12月）の策定にあたり、その内容に環
日本海地域における環境保全に関する国際協力
の積極的な推進を具体的な施策の一つとして早
期から掲げており、このような背崇から、1997
年4月に「現在及び将来の世代の人問が環境の
恵沢を享受するとともに良好な環境が将来にわ
たって維持されるよう国や地域等の連携協力の
もとに日本海及び黄海の海洋環境保全に寄与す
る」ことを設立趣意書の中にその目的として謳
い、環日本海環境協力センターを任意団体とし
て設置、翌年6月、環境庁から同センターは財
団法人としてその設立を正式に許可されてい
る。
　その後、1999年4月中国北京で開催された
NOWPApag　4回政府間会合において．．各プロ
ジェクトの実施に貴任を持ち、活動を具体的に
推進して1いくこととされた地域活動センター
（RAC）の配置が決定され、我が国においては
（財）環日本海環境センターが「特殊モニタリン
グ・沿岸環境評価地域活動センター」（CEF／
RAC）に指定された。更には、2000年12月に
東京で開催されたNOWPAP第6会政府間会合
において、地域調整ユニット（RCU）を富山
と韓国の釜山へ共同設琶することが原則合意さ
れ、現在、具体的設置に向けた準備作業が進め
られてもいる。
　こうして、現在、同センターは沿岸各国・地
域が主体的且つ積極的に海洋環境の保全に取り
組むこととなるよう、沿岸各国・地方の相互対
話と交流の推進を図っている。
　同センターでの主なく環境交流推進事業〉と
しては、海洋環境保全に関するシンポジウム等
の開催、「北東アジア地域自治体連合環境文化
委員会」の推進、「環境実務協議団」の相互派
遣、〈環境調査研究推進事業〉として、日本海
沿岸地域との海辺の埋没・漂着物調査、ロシア
沿海地方との渡り鳥共同調査、中国遼寧省との
遼河水質共同調査、〈環境保全施策支援事業〉
では、環境関連情報の収集・管理、環境技術者
の研修、また〈NOWPAP関連事業〉では特殊
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モニタリング手法の開発、環環本海海洋環境ウ
オッチ推1笙事業などを逐次、実施している。
　以上のように、この2つの日本海側2都市に
設置を見た国際環境協力組織の活動は、域内各
国すべてに相互利益をもたらすものであるのみ
ならず、環日本海地城における環境・社会面で
の安定性の確保：に資するものであり、同地域の
国際協力の展望を指し示していると言える。こ
の面で、地方自治体の役割は今後、この分野に
おいてますます重要になっていくものと思わ
れ、そのための継続的な協力がさらに期待され
ようb
4．おわりに一環日本海地域の発展における
国際環境協力の意義
　筆者はこれまで明治以降、今日に至るまでの
構想の変遷を3つの時期に分けて論じ、21世紀
の環日本海における域内「信頼醸成措置」
（CBM）の有力なレジL－一ムとして環境協力の実
際を論じながら、その有用性について協調して
きた。しかし、現在でもなお協力構想が現実に
即して精緻化しつつも、環日本海地域の実態的
な形成・発展は率直なところ必ずしも順調とは
いえない現状にあることは否めない。本格化は
図1　環日本海「自然環境共生」モデル
土　　壌　　系
まだこれからである。「地域主体型協力」も強
く希求されつつも、北東アジア地域間協力がな
お未成熟なままにあるとすれば、経済社会体制
の異質性、非連続性がそこに横たわっている要
因が殊の外、大きい。何より朝鮮半島における
対立と緊張はなお継続中である。北東アジア地
域の開発協カーつとってもインフラ整備の着手
はこれからであり、その実現にはなお関係各
国・地域間の一層の相互信頼の構築が必要であ
る。90年代に至っての「日本海名称問題」はそ
の証左であるC3°，。しかも、これには歴史認識
問題が複雑に絡んでYiる。
　特にこの地域の開発に関わる協力の明日を棟
言寸する場合、環境問題は最優先の課題であろう。
地球温暖化問題、大気汚染、酸性雨（酸性雪〉、
河川及び海洋汚染、生態系の破壊など環日本海
地域がなお今後成長と繁栄をめざそうとすれ
ば、世界的にも類い希な最悪の事態が生ずる可
能性がある。図1の通り、私たちの生活は自然
環境に大きく支えられており、環日本海地域の
開発協力を論ずる場合も、自然環境との共生を
必ず念頭に琶かなければならなくなることはiら
至である。その意味でも、今後のく環日本海開
発協力〉は元よりのこと、環日本海協力にあた
っては政治・経済・社会・文化など如何なる分
野であろうと、「循環型共生社会」を前提に語
らなければならないばかりか、その実践案には
循環の視点から問い直し、環境共生をあくまで
も求め、循環型発展の可能性を域内各国・地域
の英知を結集して、考案していかねばならぬも
のとなろうe－
　　「緊張と対立の海」JであったH本海もまた、
沿岸諸国・地域の共有財産である「平和と発展
の海」として守り育て、さらに、酸性雨や海洋
一汚染などの国境を越える環境問題に対処してい
くためには、関係諸国聞のみならず、関係の国
際機関、地方自治体、企業、NGO、そしてそ
こに集う佐民間においても政策対詰を通じて国
際的な協力のための枠組みを可能な分野から構
築することが不可欠である。r
　その取組みもようやく緒に就いたばかりであ
1る。前項で詳述した通り、1992年（平成4年）
より、毎年環日本海環境協力会議が日本海側自
治体で開催され、環日本海地域での地域間協力
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の官民挙げての取り組みの第一歩として、1997
年（平成9年）には富山県に（財）環日本海環境
協力センターが、翌年には新潟県に（財）東アジ
ア酸性雨モニタリングセンターが設麗された。
今後の環日本海構想の具体化には循環型社会の
構築作業が不可決である。これからは自然環
境・歴史・社会・経済等を踏まえた「自然環境
共生型」の柔軟なビジョンが実質的に求められ
るといえよう　（図H）。
【注】
（1）本稿の前半の部分で検証する協力構想に
　あたっては、「環日本海構想」という表現が
　多用された経緯から、地域表記として便宜
　的に「北東アジア」ではなく、「環日本海」
　を使用する。なお、「環日本海地域」の範囲
　については、古厩忠夫「環日本海」尾本恵
　市・村井吉敬・家島彦一編『海のアジア5
　一越境するネットワーク』岩波書店、200ユ
　年の27－28頁を参照のこと。
（2）ヨーロッパの代表的な域内地域協力につ
　いては、多賀秀敏編『国境を越える実験一一
　環日本海の構想』（環日本海叢書ユ）有信堂、
　1992年の百瀬宏「環バルト海と環日本海一
　地域協力の比較的考察」（99－132頁）、The
　Association　for　Balto－Sc－andinavian
　Studies，　Balto－Sandia－Some　Reports　of
　Balto－Scannavian　Studies　in　Japan，1994、
　百瀬宏・志摩園子・大島美穂『環バルト海
　一地域協力のゆくえ』岩波新書、工995年、
　百瀬宏編「下位地域協力と転換期国際関係』
　有信堂、1996年、ハロルド・クラインシュ
　ミット・波多野澄夫編「国際統合のフロン
　ティア』彩流社、1997年、柑』本英雄著『国
図皿　北東アジア環境共生圏構想
環境共同体意識の醸成
モニタリング
調査研究
技術開発
　情報
ネットワーク
???????????大気汚染温室効果ガス
酸性雨
表土流失
砂漠化
黄砂（砂塵）〕???????〔?
廃棄物
環境ホルモン
???????????
環境法制整備
　自治体・市民
NGO・企業の参加
京都メカニズム活用
　（CDM。J卜ET）
　環境技術協力
（教育・研修・移転）
環境資金協力
（ODA・OOF）
　政府間協議
（2国間・多国間）
北東アジア環境協力機構
｛出所｝コーエイ聡合研究所
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　際行為体とアイデンティティの変容一欧州
　沿帰辺境地域会議と共通漁業政策をめぐっ
　て』戒文堂、2000年の関連論文を参照のこ
　と。
（3）数少ない研究業績として、国際関係史の
　立場から90年代までを論述した先駆的業績
　としては、拙稿「環日本海をめぐる構想の
　歴史」多賀秀敏編r同上書』有信堂、1992
　年、同「環日本海構想的歴史」『西伯利亜研
　究』中国黒龍江樹社会科学院西伯利亜研究
　所、第20号第4期、1993年、また日本近代
　史の立場からの近代までの環日本海地域社
　会の変容との連関でまとめた労作として、
　芳井研一著『環日本海地域社会の変容一
　「満蒙」・f間島」と「裏日本」』青木書店、
　2002年がある。なお、アプローチは異なる
　が開発経済学の視点による分析として、坂
　田幹男i著r北東アジア経済論一経済交流圏
　の全体像』ミネルヴァ書房、2001年の「第
　2章北東アジアにおける経済圏構想」があ
　り、更に開発学の論点による理論業績とし
　て、今岡日出夫「開発学の構想と北東アジ
　ア」宇野重昭編f北東アジア研究と開発研
　究』国際書院、2002年を挙げておきたい。
（4）　明治期の具体的構想については、中井
　喜太郎著『威鏡道経済事情視察報告書』明
　治39年、米国ハワイ大学付属図書館収蔵が
　あり、北鮮ルート論の整理については、芳
　井研一『同上書』、263・265頁、拙稿「環日
　本海をめぐる構想の歴史」多賀秀敏編
　『同上書』、38，39頁を参照のこと。
（5）大正期の日本海中心論については、松尾
　小三郎著「日本海中心論一孤島的自覚』海
　国公論社、1921年。因みに、同書は1923年、
　1924年（r日本海中心論及び豆満江経路』と
　改題）には、昭和堂による復刻版も発行さ
　れ、自費出版されている。
（6）図僧江地域開発計画に関しては、多数の
　関連文献や資料等があるが、ここでは丁士
　晟著、金森久雄監修、笹儒学・慮麗・閻明
　偉・察旭陽訳「図椚江開発構想一北東アジ
　アの新しい経済拠点』創知社、1996年、鶴
　鵤雪嶺著r豆満江地域開発』関西大学出版
　部、2eOO年を挙げておく。
（7）松岡正男「日本海湖水化（上）（下）」「大
　阪鉦日新聞．lf「東京日々新聞』1932年1月
　5・6日、また同論説は「北日本海汽船株
　式会社25薙史』北日本汽船株式会社、ユ939
　年の「第四款　日本海湖水化提唱」（工04－
　107頁）に転載されている。
（8）拙稿「環日本海をめぐる構想の歴史」多
　賀秀敏編『前掲書』、73頁。
（9）福島正光「日本海経済圏の提唱一平和と
　繁栄の第三の道」『コリア評論』ユ968年6月
　号。
（1①なお、福島構想に影響を受け、後年、新
　潟を中心に環日本海経済圏構想の勉強会
　（後に日本海経済圏研究会に発展）が開始さ
　れ、日本海運動が提唱されているが、その
　代表的著作として、藤間丈夫著『動き始め
　た環日本海経済圏一21世紀の巨大市場』創
　知社、1991年がある。
（11）特に、1970年（昭和45年）の新聞企画を
　書籍化した新潟日報社「あすの日本be　一一開
　発の思想』新時代社、1973年は、その企画
　内容の斬新さから、同年の築18回菊池寛賞
　を受賞している。
（12）拙稿「環日本海をめぐる構想の歴史」多
　賀秀敏編『前掲書』s47－48頁。
（13）「協生」の理念とは、1990年頃、新潟大学
　環日本海研究会において渋谷武（現新潟大
　学名誉教授）がく聞発〉やく交流〉を考え
　る際に考慮すべき在り方として提起したも
　のである。その哲学の詳細については渋谷
　武「協生の哲学一他者肯定・自者肯定の政
　治」多賀秀敏編『同上書』、同「環日本海交
　流圏の課題」姫田光義編f東アジア・北東
　アジアー中華世界の内と外なる〈南〉』（南
　から見た世界0工）大月書店、1999年、同
　「fきょうせい』変化考試論」rジュリスコン
　サルタス』関東学院大学法学研究所，第9
　号、200G年、同f第2回r“きょうせい”変
　化考』座談会報告論文集」「環日本海論叢』
　第18号、2001年、同f“きょうせい”変化考
　覚書』長谷川印刷、2002年を参照されたい。
（14）環日本海の経済協力面での具体的進展に
　ついては、福井県立大学北東アジア研究会
　編「北東アジア未来像一21世紀の環日本海』
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　新評論、1998年、坂田幹男・本多健吉・凌
　星光編『北東アジア経済入門』クレイン社、
　2000年、北東アジア社会資本調査委員会編
　『北東アジアの社会資本一21世紀の環日本
　海交流のために［2001年版」』（社）北陸建設
　弘済会、20Gユ年を参照のこと。
（15）新潟・北東アジア経済会議については、
　1990年開催の環日本海交流圏フ才一ラムか
　らの報告書が毎回、新潟県から発行されて
　いる。会議内容の詳細については各報告書
　を参照されたい。
（16）最近の研究成果と問題提起については、
　多賀秀敏「環日本海の安全保障の課題と展
　望」「工NAS　Report』No7．8、ユ999年、高
　原明生・藤原帰一・李鐘元「東アジアの平
．和構想」「世界』2001年5月号、姜尚中『東
　北アジア共同体の家をめざして』平凡社、
　2001年、森嶋通夫『B本にできることは何
　か一束アジア共同体を提案する』岩波書店、
　2001年、李鍾元「北東アジアを「想像の共
　同体』にj「論座』2002年5月号、1進藤栄一一
　「東アジア共同体を模索する（上）（下）」
　「軍縮問題資料』2002年9月号・10月号など
　がある。また、2002年1ユ月の日本国際政治
　学会会期中に、日韓国際政治学会合同シン
　ポジウムが開催され、その第1部「北東ア
　ジアの地域協力と日韓関係」では、日韓が
　先ず自由貿易協定（FTZ）などを中軸とし
　て、日・中・韓の域内地域協力に向けた意
　識改革を誘導すること、あるいは非国家ア
　クターの多様なレベルでの相互関係の構築
　に関する必要性についても、日韓の研究者
　間で率直な議論が交わされたことを付言し
　ておきたい。その概略については、「日韓国
　際政治学会合同シンポー北東アジアの地域
　協力と日韓関係一アジア共同体の推進役
　に」『朝日新聞』2002年11月26日付、．15面を
　参照のこと。
（17）1999年10月の非核自治体会議については、
　次のような報告書が出ている。「非核自治体
　会議は世界を変える一核と戦争のない日本
　海＝東海へ一第6回非核自治体全国草の根
　r交流大会の記録』交流大会報告集編集委員
　会編集発行、1999年を参照のこと。
（18）地方自治体外交の取組みについては、拙
　稿「東北アジアの相互理解一非国家アクタ
　ーの役割とその取組について」『県立新潟女
　子短期大学研究紀要』2002年、No．39を、
　北東アジア自治体連合については、金森久
　雄監修／NEAR（北東アジア）知的インフ
　ラ委員会「ボーダレス時代の地域間交流』
　‘アルク社、1999年、Il6－135頁、富山学研究
　グループ『環日本海その新たな潮流』北日
　本新聞社、1999年、279－281fiを参照のこと。
（19）環境省編r環境白書（平成工4年版）』ぎよ
　うせい、2002年、84頁、赤根谷達夫・落合
　浩太郎編『新し炉安全保障論の視座』亜紀
　書房 2001年、153頁6
（20）「環境安全保障」の視点と問題提起につい
　ては、その代表的論文として、Jessica
　Tuchman　Matheus，．　Redefining　SecUrity，
　Foreigh　Affairs，　spring，1989，　pp．162－177、
　があるが、その他に臼井久和・綿貫礼子編
　『地球環境と安全保障」有信堂、1993年、グ
　レス・ポーター、ジャネット・W・ブラウ
　ン著、信夫隆司訳f地球環境政治一一地球環
　境問題と国際政治学』国際書院、1993年、
　赤根谷達夫・落合浩太郎編r前掲書』2001
　年、などがある。また開発優先主義を強く
　批判する立場としては戸崎純・横山正樹編
　『環境を平和学する1一「持続可能な開発」
　からサブシスタンス志向へ』法律文化社、
　2002年を、そして地球環境問題の現状と課
　題の最新の著作としては臼井久和・高瀬幹
　太郎編『環境問題と地球社会』有信堂、
　2002年を参照されたい。
（21）北東アジアの環境問題については、（財）環
　日本海経済研究所編『北東アジア経済白書
　2000年版一21世紀のフロンティア』毎日新
　聞社、2000年、ユ91－198頁で系統的に問題の
　所在等が整理されている。また、’最新のア
　ジア全般における包括的な環境問題の論述
　として、井村秀文「アジアの環境問題」吉
　田文和・宮本憲一編「環境と開発』（岩波講
　座環境経済・政策学　第2巻）岩波書店、
　2002年91－120頁を参照されたい。その他、
　以下の著作では中国、シベリア極東、韓国、
　モンゴルの各国・地域別の環境問題にも触
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　れている。デビッド・オコンナー著、寺西
　修一・吉田文和・大島堅一訳『東アジアの
　環境問題一「奇跡」の袋側．i東洋経済新報
　社、1996年、環境経済・政策学会編「アジ
　アの環境問題』東洋経済新報社、1998年、
　安成暫三・米本昌平編r地球環境とアジァ』
　（岩波箭座地球環境学2）岩波書店、1999
　年、勝原健著『東アジアの開発と環境問題
　一日本の地方都市の経験と新たな挑戦』勤
　草嘗房、2001年。
（22）北東アジアの申でも特に中国の環境問題
　はその規模と切実さにおいて国際社会全体
　の課題とする立場から、中図研究所編『中
　国の環境問題』（中研叢書工）新評論、1995
　年がある。
（23）環日本海地域の二国間ないし多国間協力
　については、蛯名保彦著『環日本海経済圏
　と環境共生』明石書店、2000年、51・52頁。
（24）日本海でのタンカー座礁事故については、
　粟野仁雄・高橋真紀子『ナホトカ号重油事
　故』社会評論社、1997年、『よみがえった日
　本海一ロシァタンカー原油流出事故への対
　応』日本労働組合連合会・北陸ブロック編
　集発行、1997年がある。
（25）地方版ODAに向けての提言香として、
　吉田均著「地方自治体の国際協カー地域住
　民参加型のODAをめざして』（政策研究シ
　i）　・一ズ）日本評論社、2001年を参照された
　いe
（26）東アジア酸性雨モニタリングネットワー
　ク（EANET）構想と（財）日本環境衛生セ
　ンター・酸性雨研究センターの概要につい
　ては、次のような資料がある。EANET－
　Acid　Deposition　Menitoring　Network　in
　East　Asia，　Interim　Secretariat　for　EANET　’
　Networkcenter　for　EANET，2001、　ADORC
　　（Acid　Deposition　ar｛d　Oxidant　Research
　Center），Japan　Environmental　Sanitation
　Center，　2CO1、及びAcid　DepOsition　Monitoring
　Network　in　East　Asla－Achievements　of　the
　Expert　Meetings－，　Environment　Agency．
　Governrrient　of　Japan，　March　19970
（27）環日本海環境協力センターの海洋環境保
　全協力については、「財団法人環日本海環境
　協力センター』（パンフレット）2001年、
　「環日本海地域に環境協力施策に関する調査
　報告：瞥』窟山県環日本海環境協力センター、
　1998年3月、「200ユ年版財団法人環日本海
　協力センター年報』財団法人環日本海環境
　協力センター、2002年を参照されたい。
（28）国連海洋法条約（1982年4月30日採択）
　によると、「閉鎖海又は半閉鎖海」とは、
　「湾、内湾又は海であって、二以上の国によ
　って囲まれ、狭い出口（anarrow　outlet）
　によって他の海若しくは外洋につながって
　いるか又はその全部若しくは大部分が二以
　上の沿岸国の領海若しくは排他的経済水域
　から成るものをいう」と定義されている。
　大沼保昭・藤田久一編集代表『国際条約集
　2002年版』有斐閣、2002年、243－244頁を参
　照のこと。
（29）具体的にはNOWPAPの対象とする水
　系とは、北緯33度から52度、東経121度から
　143度にある北西太平洋海域及びその沿岸域
　（日本海及び黄海）とともに、これに関連す
　る淡水系も該当していることも述べておき
　たい。
（30）最近の日本海呼称問題についての書籍及
　び刊行物としては、芳井研一著『「日本海」
　という呼称』（ブックレット薪潟大学工）新
　潟日報事業社、2002年及び『日本海一SEA
　OF　JAPAN』外務省発行、2002年12月があ
　る。
　最後に、本論文をまとめるにあたり、資料入
手やヒアリングについて、財団法人日本環境衛
生センター・酸性雨研究センター企画研修部長
の佐藤二郎氏並びに同企画研修部主任研究員の
山下研氏、また財団法人環日本海環境協力セン
ダー企画調整課の吉野氏にひとかたならぬお世
話を願うこととなった。ここに記して謝意を申
し上げたい。
［参考文献及び論文］
・多賀秀敏（編）「国境を越える実験一環日本
海の構想環日本海叢書1』有信堂、1992年。
・蛯名保彦r環日本海経済圏と環境共生』明石
一．138一
北東アジア地域における砺発ビジョンと国際環境協力に関する一考察
書店、2000年。
・芳井研一『環日本海地域社会の変容一「満
蒙」・「間島」と「裏日本」』青木書店、2000
年。
・北東アジア社会資本調査委員会（編）『北東
アジアの社会資本一21世紀の環日本海交流
のために』（社）北陸建設弘済会、2001年。
・若月　章「東北アジアの相互理解一非国家ア
クターの役割とその取組について」r県立薪
潟女子短期大学研究紀要』2002年、No．39。
・北東アジア・グランドデザイン研究会（編）
『北東アジアのグランドデザイン』日本経済
評論社、2002年。
一ユ39一
